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（趣旨） 

第１条 この要領は、三重ガイドラインＧＡＰ認証制度実施要綱（以下、「要綱」と

いう）の規定に基づき、認証制度の実施にあたって、必要な事項を定める。 

 

（申請の区分） 

第２条 要綱第７条に規定する申請は、農業経営体とする。 

 

（申請の要件） 

第３条 要綱第７条の規定により、三重ガイドラインＧＡＰ認証制度（以下、「認証

制度」という）の認証の申請を行うことのできる生産者は、三重県内で要綱第４条

に規定する穀類、青果物、きのこ、茶、花植木（以下、「農産物」という）を、１

品目１作あたり１００㎡（１ａ）以上生産することを要件とする。 

 

（認証の要件） 

第４条 要綱第９条に規定する認証とは、要綱第５条に規定する三重ガイドラインＧ

ＡＰ認証適合基準書（以下、「基準書」という）の管理項目・適合基準の該当する

項目が、全て適合することを要件とする。 

 

（認証の申請） 

第５条 要綱第７条の規定により認証制度の認証を受けようとする生産者（以下、

「申請者」という）は、農産物ごとに認証申請書を知事に提出するものとする。 

２ 申請者は、基準に基づく手順を構築し、3 ヶ月以上運営して自己点検を行い、改

善すべき点は改善したうえで、申請するものとする。 

３ 要綱第１０条の規定により認証を受けた生産者（以下、「認証生産者」という）

は、認証を受けた品目を追加する場合、農産物ごとに認証申請書を知事に再度提出

するものとする。 

４ 申請者は、要綱第８条に規定する確認が、認証を希望する農産物が栽培される期

間中に実施できるよう申請するものとする。 

５ 申請書は、様式第１号によるものとして、次の書類を合わせて提出するものとす

る。 

 ・管理点・適合基準のチェックシート（以下、「チェックシート」という）（様式第

２号） 

 

（申請書の受付） 

第６条 申請書の受付は、原則として４月、７月、１０月、１月の年４回とする。 

２ 申請者は、受付月の末日までに、認証申請書を所管する農林水産（農政、農林）

事務所農政室（農政・農村基盤室）（以下、「農政室」という）に提出するものとす

る。 

３ 農政室は、認証申請書を地域農業改良普及センター（以下、「地域普及センター」



という）と共有するとともに認証申請書（正）を農産園芸課に進達する。 

 

（申請の取り下げ） 

第７条 申請者は、認証申請後に申請を取り下げる場合は、認証申請書を提出した農

政室に申し出る。 

 

（現地確認の依頼） 

第８条 農政室長は、第６条に基づき認証申請書を受け付けた場合、地域普及センタ

ー長あて要綱第８条に規定する認証申請に係る現地確認（以下、「申請現地確認」

という）を依頼するものとする。 

２ 農産園芸課長は、認証生産者の認証日から概ね１年までに、要綱第１３条に規定

する認証維持に係る現地確認（以下、「維持現地確認」という）を実施するよう、

農政室長あて依頼する。 

３ 維持現地確認の依頼は、原則として４月、７月、１０月、１月の年４回とする。 

４ 農政室長は、農産園芸課長から維持現地確認の依頼があった場合、地域普及セン

ター長あて維持現地確認を依頼するものとする。 

 

（認証申請及び認証維持に係る現地確認） 

第９条 地域普及センター長は、農政室を通じて、申請現地確認及び維持現地確認の

依頼があった場合、現地確認者を指名するものとする。 

２ 現地確認者は、地域普及センターに所属する普及指導員等のうち、県が実施する

現地確認者研修を受講した者又は同程度の知識を持った者とし、かつ認証の申請に

あたり指導・支援に携わっていない者とする。 

３ 地域普及センター内に現地確認者として該当する者がいない場合は、地域普及セ

ンター長が中央農業改良普及センター（以下、「中央普及センター」という）所長

に支援協力を依頼するものとする。 

４ 地域普及センター長又は中央普及センター所長から指名を受けた現地確認者は、

できるだけ速やか（原則１ヶ月以内）に現地確認を実施するものとする。 

５ 現地確認者は、農場の確認を終了した際には、確認結果について、速やかに取り

まとめ、地域普及センター長に報告するものとする。 

６ 地域普及センター長は、現地確認者から報告のあった確認結果を取りまとめ、「三

重ガイドラインＧＡＰ認証申請に係る現地確認結果通知書」（以下、「申請現地確

認結果通知書」という）（様式第３号）又は「三重ガイドラインＧＡＰ認証維持に

係る現地確認結果通知書」（以下、「維持確認結果通知書」という）（様式第４号）

を作成し、申請者又認証生産者、並びに、農政室及び農産園芸課を経由して、三重

ガイドラインＧＡＰ認証審査委員会（以下、「審査委員会」という）に報告するも

のとする。 

 

（確認の方法・報告） 

第１０条 現地確認者は、基準書にある管理点と適合基準の実践状況とその達成度合

い等を確認し、「確認済」「未実施」「該当外」のいずれかに分類する。 

２ 現地確認者は、申請者又は認証生産者の現地での取組において、チェックシート

（様式第２号）にある管理点が「未実施」と判断した場合に、その判断内容を「認

証申請に係る現地確認結果に基づく改善等指導事項」（様式第３号の別紙）又は認

証維持に係る現地確認結果に基づく改善等指導事項」（様式第４号の別紙）として



整理するものとする。 

３ 申請者は、地域センター長から申請確認結果通知書（様式第３号）又は維持確認

結果通知書（様式第４号）により「改善等指導事項がある」との指導を受けた場合、

その改善等の取組を記載した「現地確認における改善等指導に対する改善等取組状

況報告書」（以下、「取組状況報告書」という）（様式第５号）を作成し、管内農政

室に提出するものとする。 

４ 農政室は、地域普及センターから提出のあった申請確認結果通知書（様式第３号）

又は維持確認結果通知書（様式第４号）を添えて、申請者から提出のあった取組状

況報告書（様式第５号）を農産園芸課に進達する。 

 

（現地確認の中止） 

第１１条 現地確認者は、現地確認中に申請者による自己点検が行われていないこと

が判明した場合、現地確認を中止することができるものとする。 

 

（審査委員会の開催） 

第１２条 農産園芸課長は、確認結果通知書及び取組状況報告書等に基づき、審査委

員会に認証の可否を図るものとする。 

２ 審査委員会の開催は、原則６月、９月、１２月、３月の年４回とする。 

３ 農産園芸課長は、前項の規定にかかわらず、必要と認めた場合に審査委員会を開

催できる。 

 

（認証及び認証維持の可否通知） 

第１３条 知事は、要綱第１０条に基づき、農政室を通じて、申請者に認証の可否を

通知する。 

２ 知事は、認証可と判断した場合、認証書（様式第６号）を交付する。 

３ 知事は、認証不可と判断した場合、不認証通知書（様式第７号）により通知する。 

４ 知事は、要綱第１４条に基づき、農政室を通じて、認証生産者に認証維持の可否

を通知する。 

 

（認証の変更） 

第１４条 認証生産者は、管理点・適合基準のチェックシート（様式第２号）の実践

状況等の変更が生じた場合や認証品目の追加する場合、認証変更（様式第８号）を、

農政室を経由し、知事に速やかに提出するものとする。 

 

（認証の取り消し） 

第１５条 知事は、要綱第１５条、第１６条に規定する事項に違反し、取り消しを行

う場合、審査委員会に取り消しの可否の判断等を協議する。 

２ 知事は、認証を取り消した場合、該当認証生産者に理由を附してその旨を通知す

る。 

 

（その他） 

第１６条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附則  この要領は、平成２９年９月２９日から施行する。 

附則  この要領は、平成３０年４月１０日から施行する。 



附則  この要領は、平成３０年５月１１日から施行する。 

附則  この要領は、平成３１年４月 １日から施行する。 

附則  この要領は、令和 ２年７月３１日から施行する。 

 


